
要 旨

今回我々は片側性唇顎口蓋裂の既往を有し，上顎歯列
弓に重度狭窄を伴う成人女性症例に対して，非外科的な
矯正歯科治療を行い良好な結果を得たので報告する．
患者は初診時年齢33歳7か月の女性で，小児期に他院

にて中断した矯正歯科治療の再開を希望し来院した．上
顎歯列弓は著しく狭窄しており，両側臼歯部のcrossbite

を認めた．マルチブラケット装置を用いた矯正歯科治療
を行い，機能的・審美的にも良好な結果が得られた．

緒 言

唇顎口蓋裂は，頭蓋顎顔面領域において比較的発生頻
度の高い先天的形態異常であり（松中ら，2019），遺伝
的要因と環境的要因が複雑に絡み合い発生すると考えら
れている（高橋，1990）．裂型，組織欠損の程度により
多少違いはあるが，主たる臨床的所見は審美障害，発音
障害，および咬合異常による咀嚼障害が挙げられ，その

治療には複数の診療科によるチームアプローチが必要と
なる（大杉ら，2019；槇，2020）．なかでも唇顎口蓋裂
患者に対する矯正歯科治療の役割は，顎顔面骨格形態の
バリエーションと咬合機能を調和させた個性正常咬合を
確立し，適正な咬合獲得による咀嚼，発音，嚥下などの
機能的，および審美性の改善を図るとともに，新たな口
腔顎顔面の環境を患者に適応させ，それを長期的に維
持・管理することにある（森山，2000；岩崎ら，
2017）．しかし，この長期的な管理が患者または保護者
にとって精神的，肉体的，および経済的な負担となり
（福重ら，2015），治療が中断する場合も少なくない．
唇顎口蓋裂の特徴は，口蓋形成術に伴う術後性瘢痕組

織の形成，あるいは先天的組織欠損などによる上顎骨の
潜在的劣成長等により，骨格性反対咬合や上顎歯列の狭
窄を伴うことが多い（Graber，1949；関口，1971；本橋
ら，1983；森山ら，1993；渋澤，2000；村田ら，2017；
槇，2020）．このような症例の顎発育の管理には，一般
的に成長期からの上顎前方牽引装置の使用や拡大装置に
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Abstract

This report describes the orthodontic treatment of a 33−

year−old woman, with unilateral cleft lip and palate and se-

verely constricted dental arch. The treatment goal was to

obtain individual normal occlusion by maxillary transverse

expansion and extracting the maxillary left second premolar

and mandibular left first premolar. The orthodontic treat-

ment involved multi−bracket appliances and a Mulligan ex-

pansion arch. The correct occlusion and profile were

achieved after the treatment.
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よる上顎歯列の拡大が行われる．しかし，思春期性成長
を終えた時期，もしくは成人期に残存した顎間関係の不
調和に対しては外科的矯正治療が適応となる場合が多い
（Johnstone，1958；森山ら，1993；村田ら，2017；槇，
2020）．
今回我々は片側性唇顎口蓋裂の既往を有し，小児期に

矯正歯科治療を中断した成人女性症例に対し，非外科的
に矯正歯科治療を行い，良好な結果を得たので報告す
る．

症 例

患者は片側性唇顎口蓋裂の既往を有する33歳7か月の
女性で，小児期に他院にて中断した矯正歯科治療の再開
を希望し来院した．患者は左側唇顎口蓋裂を伴って出生
し，生後3か月で口唇形成術，生後6か月で口蓋形成術
を他院口腔外科で受けた．その後12歳で顎裂部の骨移植
を行い，1年程度他院にて矯正歯科治療を受けたが，個
人の事情により矯正歯科治療を中断した．

初診時所見
1．顔面所見（図1－a）：正貌は対称で，側貌はstraight

typeであった．
2．口腔内所見（図1－b）：軟組織正中線に対して上顎
の歯列正中線は1．5mm右側へ偏位し，下顎は一致して
いた．overjetは3．0mm，overbiteは2．0mm，大臼歯関係
は両側Angle II級であった．上顎歯列弓は狭窄し，第二
小臼歯は舌側転位し，鞍状型を呈していた．また，臼歯
部にlateral crossbiteを認めた．
3．パノラマX線写真所見（図1－c）：上顎左右側切
歯，下顎右側第二小臼歯は先天欠如していた．
4．側面頭部X線規格写真分析所見（表1）：骨格系：
SNA角は76．0°，SNB角は73．0°，ANB角は3．0°であ
り，水平的にはskeletal Class Iであった．FMAは30．0°
で，垂直的にはmedium angleであった．歯系：U1−SN角
は88．5°で上顎中切歯歯軸は舌側傾斜，FMIAは60．5°で
下顎中切歯歯軸は標準的であった．

診断および治療経過
1．診断
本症例のプロブレムリストは，片側性唇顎口蓋裂の既

往を伴い，骨格系ではskeletal Class I，medium angleで
あった．歯系では上顎左右側切歯・下顎右側第二小臼歯
の先天欠如，大臼歯関係は両側Angle II級，上顎中切歯
の舌側傾斜，上顎歯列弓の狭窄，両側臼歯部のcross-

bite，上顎に重度，下顎に軽度の叢生を有していた．以

上の所見より，本症例は“片側性唇顎口蓋裂の既往を有
し，上顎歯列弓の重度狭窄を伴った骨格性Ⅰ級の成人女
性症例”と診断した．

2．治療計画
上顎左側第二小臼歯と下顎左側第一小臼歯を抜去し，

上下顎歯列の配列を行うこととした．上顎歯列弓の拡大
に関しては，唇顎口蓋裂に伴う歯列狭窄のためSurgi-

cally Assisted Rapid Palatal Expansion（以下SARPE）によ
る上顎の拡大を患者に提案したが，極力外科的侵襲は避
けたいとの訴えから，マリガンアーチ（Mulligan, 1979）
を用いた非外科的な拡大を行うこととした．ただし，上
顎歯列の拡大が不十分な場合にはSARPE等も検討する
ことで患者の了承を得た．

3．治療経過
上顎左側第二小臼歯抜去後，上顎のレベリングを目的

とし，抜去歯と上顎右側第二小臼歯を除く上顎全歯にマ
ルチブラケット装置を装着した．レベリング後，上顎右
側第一小臼歯と第一大臼歯間にオープンコイルスプリン
グを用いて，上顎右側第二小臼歯の配列スペースの確保
を図った．その後マルチブラケット装置と併用し，マリ
ガンアーチ（オーバーレイ）を用いた上顎歯列の側方拡
大を行った（Mulligan, 1979）（図2）．これは，0．9mmの
ゴムメタルワイヤーを使用し，メインワイヤーを覆うよ
うに装着し，拡大を行う方法である（長谷川，2015）．
上顎歯列弓の拡大により臼歯部crossbiteが改善されたた
め，下顎左側第一小臼歯を抜去し，下顎の抜去歯を除く
全歯にマルチブラケット装置を装着し，レベリングを開
始した．レベリング後，上下顎の歯列正中線を一致させ
る目的でダイアゴナルタイプの顎間ゴムを3か月使用し
た．矯正歯科治療開始から1年8か月後，マルチブラ
ケット装置を撤去し，保定に移行した．保定装置は上顎
にクリア（バキュームフォーム）リテーナー，下顎に
フィックスドタイプリテーナーを用いた．現在，装置撤
去から2年8か月経過しているが大きな後戻り等は認め
られず，良好な咬合関係を維持している．

4．治療結果
1）顔面所見（図3－a）：大きな変化は認められなかっ
た．
2）口腔内所見（図3－b）：右側臼歯関係はI級，左側
臼歯関係はII級で1歯対2歯の咬合を確立し，軟組織正
中線に対して上下顎歯列正中線は一致した．上顎歯列弓
はU字型となり，臼歯部クロスバイトも改善された．
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3）パノラマX線写真所見（図3－c）：歯根吸収は軽度
で，歯根の平行性が得られた．
4）側面頭部X線規格写真分析所見（表1）：骨格系で
は大きな変化は認められなかった．歯系では上顎中切歯
は初診時と比べ唇側に傾斜し，標準的な歯軸に近づい
た．全体の重ね合わせでは大きな変化は認められなかっ
た（図4）．
5）模型分析比較所見（表2）：初診時は上顎小臼歯間
幅径26．0mm，上顎大臼歯間幅径37．5mmであった．装
置撤去時は上顎小臼歯間幅径36．0mm，上顎大臼歯間幅
径42．0mmであった．
6）正面頭部X線規格写真分析所見：初診時と動的治療

（ °/mm） 初診時
（33歳7か月）

装置撤去時
（35歳3か月）

保定開始
2年8か月時
（37歳11か月）

SNA 76．0 76．0 76．0
SNB 73．0 73．0 73．0
ANB 3．0 3．0 3．0
FMA 30．0 30．0 30．0
FMIA 60．5 58．5 58．5
IMPA 89．5 91．5 91．5
U1toSN 88．5 93．5 93．5
E−line Ls/Li 2．0／4．5 2．0／4．5 2．0／4．5

図1：初診時所見

表1 側面頭部X線規格写真の計測値
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終了時の中心咬合位で撮影した正面頭部X線規格写真を
トレースし，トレース上でSassouniの分析に準じ，late-

roorbitale to lateroorbitale（眼窩縁と斜眼窩との交点を結
んだ線分Lo−Lo’）を水平基準線Hとし，Hに対して篩骨
鶏冠（CG）の中心を通る垂線を頭蓋の正中線Mとし
た．また，水平基準線Hに平行なH’と左右上顎第一大臼
歯の歯軸がなす角度をα，およびα’とした（図5）．初
診時のαは78．0°，α’は67．0°であったのに対し，動的治
療終了時のαは70．0°，α’は70．0°であった．
7）保定所見（図6－a, b, c）：装置撤去から2年8か
月経過しているが，大きな変化はなく良好な咬合関係は
維持されている．図2：マリガンアーチ装着時の模式図

図3：装置撤去時所見
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考 察

1．上顎歯列弓狭窄のアプローチについて
唇顎口蓋裂患者の多くは，口蓋形成術に伴う術後性瘢

痕組織の形成，あるいは先天的組織欠損などによる上顎
骨の潜在的劣成長等により，骨格性反対咬合や上顎歯列
の狭窄を伴うことが多い（Graber，1949；関口，1971；
本橋ら，1983；森山ら，1993；渋澤，2000；村田ら，
2017；槇，2020）．上顎歯列弓の拡大は，小児期に急速
拡大装置や緩徐拡大装置を使用して行うことで高い成功
率を示すが，成人においては拡大することが難しいとの
報告もある（Lines, 1975 ; Lagravère et al, 2006）．このよ
うな場合，近年ではSARPEや分割Le Fort I型骨切り術等

の外科的なアプローチも選択肢の一つとされ（大塚
ら，2017），村田らは唇顎口蓋裂に伴う著しい上顎歯列
弓狭窄に対しては，成長終了後にSARPEあるいは分割
Le Fort I型骨切り術による外科的拡大が選択肢になるこ
とを報告している（村田ら，2017）．一方で，唇顎口蓋
裂患者における上顎歯列弓拡大後の後戻りを調べた研究
では，1．0mm程度の後戻りが生じ，その割合は65％程
度におよぶことが報告されている（福原ら，1994）．ま
た，唇顎口蓋裂患者において臼歯部の逆被蓋を認める場
合，拡大後の臼歯の頬側傾斜が大きければ大きいほど後
戻りが生じやすく（大坪ら，1990），初診時における上
顎歯列弓のsegment形状が拡大の成功と後戻りに大きく
関係するとの報告もある（Al−Gunaid et al., 2008）．本症
例では，マルチブラケット装置とマリガンアーチを用い
て非外科的に上顎歯列の緩徐拡大を行った．その際，拡
大による臼歯部の頰側傾斜を防ぐ目的で，マルチブラ
ケット装置のアーチワイヤーにクラウンリンガルトルク
を付与した．その結果，下顎歯列との咬合に十分な拡大
量を得ることができ，さらに上顎臼歯部の頬側傾斜も極
力防ぐことができた．これは唇顎口蓋裂の既往を有する
成人矯正治療においても非外科的なアプローチで上顎歯
列弓の拡大が可能なことを示している．また，治療後2
年8か月経過しても上顎の歯列弓幅径に大きな変化はな
く，良好な咬合状態が維持されている．本来，本症例は
初診時の上顎歯列弓のsegment形状から外科的拡大の適
応と考えられたが，患者の強い要望により非外科的な拡
大法を選択した．初診時のsegment形状を十分に把握
し，後戻りが予想される症例や，拡大量が不十分な場合

（mm） 初診時
（33歳7か月）

装置撤去時
（35歳3か月）

保定開始
2年8か月
（37歳11か月）

上顎犬歯間幅径 23．0 24．0 24．0
上顎小臼歯間幅径 26．0 36．0 36．0
上顎大臼歯間幅径 37．5 42．0 42．0
下顎犬歯間幅径 28．0 27．0 27．0
下顎小臼歯間幅径 33．5 35．0 35．0
下顎大臼歯間幅径 41．5 41．5 41．5

図5：正面頭部X線規格写真トレース図

図4：側面頭部X線規格写真トレース図の重ね合わせ

表2 模型計測値
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には外科的アプローチを行う可能性を事前に患者に説明
し，患者の了承を得た上で治療を進めることが重要であ
る．また，侵襲性の低い方法からアプローチすることで
患者の負担を軽減できると考えられる．

2．矯正歯科治療の中断について
一般的に矯正歯科治療は長期間に及ぶため，術者の意

向に反して動的矯正治療をやむを得ず中断することがあ
る（Chris et al., 2017）．なかでも唇顎口蓋裂患者の矯正
歯科治療における中止の割合は，通常の矯正歯科治療患
者に占める中止の割合と比較すると有意に多いという報
告がある（井藤，1993）．唇顎口蓋裂患者は非常に多く

の診療科で診察を受けながら，矯正歯科には15年から20
年もの間通院することになる．このことは患者本人だけ
でなく保護者にも精神的，肉体的，経済的に負担となり
（福重ら，2015），その結果，治療の中断を招く可能性も
高くなる．また，大都市圏であれば治療可能な育成医療
指定機関も多いため，患者の意向にあった施設や歯科医
師を選ぶことは可能かもしれないが，地方になると施設
自体が少ない為，その選択権は著しく低くなる．一方，
唇顎口蓋裂を有し，小児期に矯正歯科治療を受けなかっ
た成人期患者における外科的矯正治療の割合は23．1％と
の報告があり，その割合は有意に高い（齋藤ら，2019）．
本症例は，矯正歯科治療に関してはほぼ手つかずの状

図6：保定2年4か月後所見
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態で当院に来院したが，機能的，審美的にも十分に回復
することが出来た．これは，本症例が口蓋形成術および
顎裂部骨移植による上顎骨の瘢痕萎縮が比較的少ないこ
とが大きく影響しているが，成人期の患者であっても非
外科的に十分に改善できる症例があるという一つの報告
となった．ただし，今後の歯科医師人口が減少する中，
唇顎口蓋裂を有する患者を治療できる施設が地方のみな
らず，都市部でも担保することが困難となりつつあり，
これからの大きな課題になると考えられる．

結 論

片側性唇顎口蓋裂の既往を有し，上顎歯列弓の狭窄を
伴った骨格性I級の成人女性症例に対し，上顎左側第二
小臼歯と下顎左側第一小臼歯の抜去，および上顎歯列の
側方拡大による非外科的な矯正歯科治療を行った．上顎
歯列の側方拡大を含めた精緻な治療計画の立案とそれを
行うためのメカニクスに配慮して治療を行うことで良好
な結果を得ることができた．
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